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しているが、高知地裁は重過失を認定して錯誤無効の成立を否定
4 4 4 4 4
し
たのに対し、高松高裁では重過失はないとして錯誤無効の成
4
立
4
を
4
認定
4 4
した点
が異なる。
H18.12.2 無効確認訴訟をＸ１からＸ２に提起（高知地裁）
H18.12.5 更正の請求（23条２項１号　H18.2高松高裁判決の無効認定）
H19.2.7 請求に理由がない通知
H19.4.5 異議申立
H19.5.23 高知地裁（18.12.2提起分）無効確認判決
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H19.5.29 異議申立に対する棄却決定（審査請求はされなかった）
[3]　確定判決を無効確認判決を更正の請求の事由（23条２項１号）とする
H19.7.20 更正の請求（23条２項１号の判決　H19.5.23高知地裁無効確認判決）
H19.9.20 請求に理由がない通知
H20.1.22 審査請求　Ｘ１Ｘ２
H20.8.4 棄却裁決（裁決事例№76）
H22.1.22 高知地裁判決（税資260号順号11362）棄却（確定）
【審査請求における争点】
・ 請求人は国税通則法23条２項１号の要件は、「事実関係の変動（本件では錯
誤無効）を裁判で確定させること」のみであるとし、原処分庁は、「判決に
より当時の権利関係と異なる事実関係が生じたこと」を求めている。
・ 売買契約に関する課税負担の錯誤が生じた時期が税務調査時の平成13年であ
ることは請求人、原処分庁とも認めており、その認識発生と判決との関連に
ついての更正の請求（23条２項１号の後発的事由）の解釈が分かれている。
【裁決】
「請求人らの間では平成13年当時において売買契約が無効という事実関係は
形成されていたと認められ、訴訟においても売買契約が錯誤無効であるとの事
実関係の外形自体に争いはないことから、本件判決によって初めて売買契約が
無効と確認され更正の請求の要件を満たすこととなったわけではない」として
棄却裁決をした。結果として原処分庁の解釈を支持したことになる。
【高知地裁判決（確定）】
請求人は更に高知地裁に提訴したが、棄却の判決で確定した（平成22.1.22）。
― 60 ―
九州国際大学法学論集　第21巻　第１・２・３号合併号（2015年）
判決では、「形式的には国税通則法23条２項１号に定める「判決」に当たる
ようにも思われる」としながら、「申告納税制度の下では、納税義務の有無及
び納税額等については、納税者自身が自己の責任において法定申告期間内に十
分に検討した上で正確な申告を行うことが期待される」「原告は法定申告期限
経過後にされた課税庁の税務調査の際の指摘を受けて錯誤に陥っていたことを
認識し、（略）このような課税負担の錯誤及びそれに基づく減額更正の請求を
認めた場合には、租税法律関係を不安定にし、納税者が税額等についての十分
な調査をした上で適正な申告を行うことによって租税法律関係を効率的かつ合
理的に確定するという申告納税制度の趣旨を没却する」と申告納税制度の趣旨
を強調した上で、「納税申告時には予想し得なかった事由その他やむを得ない
事由に基づき課税標準等又は税額等の基礎となった事実を変更するものという
ことはできない」として国税通則法23条２項１号の「判決」には当たらないと
している。
【論評】
　適用条項が23条２項１号か３号かの差異はあるが、次の論評は更正の請求の
適用を認めるべきとする。
○三木義一「契約の錯誤無効と更正の請求」税務事例VOL.37№.8（2005）では、
国税通則法71条１項２号の「無効な行為により生じた経済的成果がその行為の
無効であることに起因して失われたこと、当該事実のうちに含まれていた取消
し得べき行為が取消された」場合に除斥期間経過後であっても当該理由が生じ
てから３年以内に減額更正ができる規定を引きながら、「当初の主張である23
条２項３号（やむを得ない理由）」でもよいが、むしろ「23条２項１号（判決
の確定）」に準じて適用すべきとする（平成18年高松高裁判決前の論評）。
○渋谷雅弘「贈与の錯誤無効と贈与税」税務事例研究VOL.108（2009）では、「23
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条２項３号、令６条２号の類推適用により、更正の請求が認められる」とする。
また、限定的にではあるが重過失があっても共通錯誤として無効が成立し得る
場合があるとする（平成18年高松高裁判決後の論評）。
２．納税者の主張が認められた事例（B事案）
（東京地裁平成21.2．27判決　税資259号順号11151）
【事案の概要】
・ 平成14年８月の被相続人の死亡に伴い遺産分割（第１次遺産分割）をして期
限内の15年６月に申告した。相続財産には株式（取引相場のない株式で大会
社に該当）が含まれるところ、相続人は配当還元方式の適用があるよう計算
して相続人間で配分している。
・ ところが、この配分のための計算において、本来は分母となる発行済株式総
数から除くべき相互保有株式を含めたまま計算したことにより相続人であ
る妻の持株割合が５％を超え類似業種比準価格方式が適用されることになっ
た。
・ そこで相続人は第１次遺産分割が錯誤により無効なものとして、相続人であ
る妻の保有割合が５％未満となるよう再配分して15年10月に遺産分割の合意
をした（第２次遺産分割）。
・ 相続人は、第２次遺産分割の分割内容を前提として15年11月に更正の請求
（妻）及び修正申告（再分割により持分が増加した子）をしたが、課税庁は、
第１次遺産分割の内容に従い類似価格比準方式により株式の評価をすべきと
して、相続税の更正処分を行い更正の請求に対しては理由がない旨の通知処
分をした。
【審査請求】
　平成18.11.28裁決（未公表）において、第２次遺産分割を贈与とした原処分
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庁の処分は取り消されており、残る相続に係る本件が訴訟へと移行した。
【東京地裁判決】
・ 本判決は、①国税通則法23条１項の更正の請求は遺産分割の数額の計算に誤
りがある場合で錯誤無効には該当しない、②国税通則法23条２項３号の更正
の請求は後発的事由を前提とするが錯誤無効は原始的事由で該当しないと、
いずれの条項での適用も否定する。
・ 他方、本件については、①調査等で指摘されたものでなく自発的であること、
②経済的成果が消失していること、③一回限りの是正であることから、分割
内容自体の錯誤との権衡から租税法上の信義則に反しないとして、例外であ
ることを強調しながらも結論的には主張を認めている。
【論評】
　本件では納税者の主張が認められ救済の点では問題がないが、判決に対する
評価はそれぞれ異なり、賛否以前に課税負担の錯誤と見るべき事案であったの
かと疑問を呈する論評もある。
○末崎衛・前掲注２-130頁では、課税負担の錯誤無効について、「申告制度の
趣旨、構造や税法上の信義則を理由として一般の錯誤と別に考えて原則として
錯誤無効の主張を認めない解釈」に疑問を呈し、本来23条２項３号及び令６条
で規定されるべき請求事由であるとして適用を認める。
○三木義一「遺産分割の錯誤無効と更正の請求」税務事例VOL.41№.5（2009年）
６頁では、判決が原告を救済した結論には賛意を示しつつ、条件を付すことで
１年以内の更正の請求の救済範囲を狭めた恐れがあるとする。
○増田英敏「判例評釈（東京地裁平成21年２月27日判決）」TKC税研情報
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（2009.10）12頁では、「課税負担の予測を誤ったという意味での錯誤ではない」
として課税負担の錯誤ではないと整理している。
Ⅳ　上記AB事案についての検討
１．A事案
本件は、23条２項１号の判決確定を理由とする後発的事由による更正の請
求に当てはまるケースではないと考える。錯誤は当初から生じており（この場
合は税務調査を契機として顕在化）、判決によってはじめて認識したわけでは
ない。
　高松高裁判決は、「本判決により申告に係る税額等の計算の基礎となった事
実に変動を生じたとはいえない」と言うのはその趣旨と思われるが、併せて「本
判決は確定していないので要件の「確定した時」にも当たらない」と言うのは、
「確定判決があれば要件を満たす」のではと無用な期待を与える言及であった
ように思われる。　
それでは、本件ではどのような救済の方法があったのか。税務調査があった
時点で１年の更正の請求期間は経過しており、この方法は採れない。そうすれ
ば、①錯誤無効を直接主張する、②更正の請求23条２項３号（やむを得ない理
由）の適用、③更正の請求23条２項１号（確定判決）の適用が選択肢となる。
①は法理論的には分かりやすく正攻法であるが、課税変更への影響が大きいこ
と、内心の問題であり単なる合意解除との区別も難しいこと等から、判決にあ
るように原則認められない。②は自発的（自失）か他律的かの違いはあるが、
濫用の恐れがなく他に取るべき方法がなかったという点では救済の必要性は認
められるのではないか。ただ、令６条は限定列挙で錯誤は規定事由になく、趣
旨としても主観的である錯誤は列挙事由とは区別されるべきというのが判例の
見解である。それでは③であるが、形式上は要件を満たしている。しかし後発
的事由による更正の請求の趣旨は、申告時に認識し得ない事実をその後の事実
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変更（自らの認識を含む）により後に知り得る状態になったことから例外的に
是正を認めるものと考えられる。23条２項１号の要件である「判決」は客観的
な基準であるという評価と共に、課税の前提事実が変更し予測可能性が覆され
たという実質的理由が求められる。この観点からは、単に「判決」という形式
だけを理由として更正の請求は認められないと考える。
２．B事案
判決は、「分割内容自体の錯誤」と区別して「課税負担の錯誤」の主張を制
限している。他方で「課税負担又はその前提事実の錯誤」を一緒にして原則と
して錯誤無効の主張を制限しつつ、「分割内容自体の錯誤との権衡等にも照ら
し」として、①他からの指摘でない自発的認識、②経済的成果の消失、③一回
限りの是正との条件を示した上で、本件を例外的に救済した。
「課税負担の錯誤」を「分割内容自体の錯誤」と区別しながら「前提事実の
錯誤」とは同視しているように見えるが、そもそもこれらの錯誤を厳密に区別
することは難しいのではないか。上記増田論評のように、本件を必ずしも「課
税負担の錯誤」の事案と見ない考え方も成り立ち得る。
①から③の例外的認容のための条件をどう位置付けるのか。たとえ通常の更
正の請求期間内であっても条件を満たす必要があると判決は言っているとも読
める。しかし、通常の更正の請求にそのような縛りは必要なのだろうか。本件
は期間内の請求であり、通常の更正の請求として（課税負担の錯誤かどうかに
関係なく）処理すれば足りる事案と思われる。課税負担の錯誤ということで過
敏に反応して必要のない言及をしたようにも見える。判決の基準によれば、通
常の更正の請求期間内であっても上記条件の審査で認められないものはあると
考えられるが、反対に通常の更正の請求期間を経過しても①から③までの条件
に合致して救済される場合というのはあるのだろうか。更正の請求の制度を離
れて実質的に錯誤無効の判断基準と考えるということであるが、飽くまでも更
正の請求の枠組みを前提とした判断・条件設定と考えるのが妥当であり、特別
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の救済は難しいだろう。
３．AB事案で判断が分かれる理由
AとBの相違点として、①請求時点の相違（Bは申告期限から１年以内、A
は経過後）、②態様（Bは自発的認識、Aは調査の指摘）、③純粋な課税負担の
錯誤か否か（Bは前提の錯誤、計算の錯誤の余地も考えられる）が考えられる。
しかし、②ではAも判決が示した他の特別救済条件「経済的効果の消失、
一回限り」は充たしており、責任論につながる自発的認識にどこまで重点を置
くべきか疑問である。また、③も判決は一般論として課税負担の錯誤を例外と
位置付けながら具体的な判断とどのように結び付くのか理解し難いところがあ
る。
そうすると、決定的に異なる要素は①の期間の問題であり、通常の更正の請
求期間内の請求であることからBについては主張を認めやすかったのではない
かと思われる。
Ⅴ　おわりに
　上記２事案で共通するのは、後発的事由による更正の請求（23条２項１号の
判決の確定に係るもの）であることに加え、課税負担の錯誤が問題とされる点
である。後発的事由による更正の請求の考え方についてはⅡで述べたので、こ
こでは付加された特異な要素である「課税負担の錯誤」の取り扱いを中心に考
えることにする。
１．民法95条の錯誤の認定と税法上の主張
（問題提起）
課税負担の錯誤についても要素の錯誤が成立すること（動機の表示がある
こと、重大な過失のないことの確認はした上で）は判例も認めている（上記A
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事案の高松高裁判決）。
しかし同時に、錯誤無効を法定申告期限経過後に主張することは、課税関係
の安定性を阻害し、更正の請求という制度を設けた趣旨から出来ないとする。
これは、民法95条の無効という法的効果を事実上認めないこととなる。民法に
おいて認めた効果を課税関係での主張として認めない法的構成をどう考えるの
か、同じ無効で認められる場合とそうでない場合があるのか、が問題である。
（民法上の錯誤）
　従来、錯誤は「表示上の錯誤」、「内容の錯誤」、「動機の錯誤」に分類され、
動機の錯誤については、動機が表示されて意思表示の内容となった場合には法
律行為の要素となり得るとされてきた。ただ、近時は「動機の錯誤も当然に意
思表示の錯誤であり、錯誤による無効を制限する基準としては「要素」および
「重大な過失」によるべきだという立場」 
6
が有力である。その理由として、①動
機の錯誤と表示の錯誤は明確に区別できない、②錯誤による意思表示を無効と
するか否かの判断に相手方の事情も考慮すべきとする。特に②は錯誤無効の趣
旨を意思主義の立場から構成する伝統的解釈に対して取引の安全を前面に出す
考え方である 
7
。「取消的無効」と言われるように、絶対的保護ではなく、表意
者と取引の相手方との調整という視点が重視される。この点を推し進めれば、
納税者の救済必要性と課税上の弊害、双方の帰責等の実質的衡量によって適用
が認められる錯誤無効もありそうである（根拠は錯誤無効ではなくとも）。
6 　川島武宜・平井宣雄編『新版注釈民法３』（有斐閣、2003年）410頁
7 　内田貴『民法Ⅰ（４版）』（東大出版会、2008年）71頁「伝統的錯誤理論は意思主義の立場
から理論を組み立て、意思の欠缺した意思表示は無効とする。その一方で、実際上訴訟
などで問題となる錯誤のほとんどを占める動機の錯誤を錯誤無効から排除し、結果的に意
思表示が無効となる場合を非常に限定することによって、意思主義と取引の安全の調整を
図っている。しかし、錯誤制度は、表示主義の立場から説明することも可能なように見える。
すなわち、錯誤無効が狭く限定されるのは、表示に対する信頼を保護することによって取
引の安全を図るためだと説明するのである。そのように考えるなら、錯誤無効の判断基準
としては、動機の錯誤であるか否かよりも、相手方の善意悪意や過失を問題とすべきこと
になろう」
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（税法との関係）
民法上の無効という効力を認めつつ、税法上の主張を制限することの必要性
については、「申告納税制度の下での自己責任、他の納税者との公平、課税関
係の早期確定の要請」とのバランスでは理解できるが、法的な整理は明確でな
い。
民法上の錯誤無効に対して、民法的なバランスの発想から表意者（納税者）
と取引相手（課税庁、国民一般）との関係で主張の可否を判断するルールとす
ることは実質的衡量としては可能かもしれないが（例えば税務職員の誤指導に
より納税者が錯誤に陥った場合）、法概念の混乱が生じる。現実的には、上記
三木、末崎論評のように更正の請求の制度内で23条２項３号（その他やむを得
ない理由）の事由として整理・規定する方向を検討するのが、更正の請求制度
の趣旨全体を鑑みて本来あるべき形のように思う。　
そう考えた場合、錯誤無効といえども実質は国税通則法23条２項固有の要
件として、「更正の請求の期間内に主張できなかった事に「やむを得ない理由」
があり救済の必要性・合理性が認められる」との基準で判断しているように思
われる。民法の錯誤無効の効力（ネガティブな）と税法上の早期確定等の要請
を比較考量するように見えながら、その具体的基準が明確には示されないので
は原告に訴訟上の防御を十分に与えないことにもなる。民法95条の錯誤無効と
対比するように見えながら、国税通則法23条２項の要件基準と考量しているの
は（錯誤無効という民法上の効力ではなく）原告の実質的な事情と考える。
錯誤無効は、「主観的であり濫用の恐れがある」との指摘がある。これは、
①外部から真実性を窺い得ない困難さがある事（真実性の問題）、②真実だと
しても自由な主張を認める事の弊害（濫用の問題）がある。ABの事案とも経
済的実体が失われている（原状回復）ことから、税法の基本原則である担税力
に即した実体的真実に合致させるべき要請は租税法律主義の要請からも大きい
はずである。その上で、錯誤それ自体の効力ではなく納税者の酌むべき事情
（予測可能性の欠如による是正機会の喪失）があるかが問われる。
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（実質基準としての「やむを得ない理由」）
「やむを得ない理由」の規定は23条２項３号で政令に委任する事由を限定す
る概念としてあるが、考え方は他の更正の請求の事由にも及んでいると思われ
る。１項の先発的事由か２項の後発的事由か、原因では自らの誤解に基づくも
のかコントロール不可能な外部的事情かなどのケースが種々あるが、いずれも
当初申告の例外的是正という意味で「やむを得ない理由」の考え方が背景にあ
る。
「やむを得ない」というのは広くて曖昧とも言える概念であり、従って、本
来の救済趣旨が背景にあることは前提としつつ事由は限定的に規定されている
（このため形式要件を満たさなければ勿論、形式上は要件を充足しながら実質
要件を満たさないとして否認されることもあり得る）。条文にはない「やむを
得ない理由」を付加的に要求することについては批判もある（高橋・前掲注３
-149頁、山田・前掲注４-31頁））。
「やむを得ない」の具体的内容としては、前述のとおり「予測（認識）可能
性」を中心に考えるべきと思われる。自発的なもの（錯誤を含む）であれ他律
的なもの（判決で当事者の一方であっても結果は予測できない）であれ、課税
要件事実の基礎となる認識の欠如により申告結果に対してコントロールできな
い（他行為可能性がない）是正の機会を与えることが適当と考えたものが更正
の請求制度である。誤りの是正は納税者のみならず税制度上も本来の要請であ
るが、他方、租税法律関係の早期確定、申告納税制度における自己責任の趣旨
を損なわないためには、規定の合理性と明確性を確保した上で、納税者救済と
のバランス（均衡点）を踏まえた一定の基準は必要と考える。これは納税者救
済という実態的判断は根底に置きつつも、ある意味形式的割り切りと考えざる
を得ないものである。
２．国税通則法改正に伴う更正の請求期間の延長
平成24年度改正で23条１項（通常の更正の請求）の期間が１年から５年に延
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長された。A事案の場合では、税務調査と言う契機が介在するが、23条１項の
更正の請求として認められるケースとなるのではないかと思われる（１項には
本来制約がないとの見方が一般的である）。また期間の延長によって、これま
で述べた更正の請求の構造（１項と２項の関係）が変わるものではない。
東京地裁平成21.2.27判決で示された①から③の条件に照らせば、A事案は①
の条件（自ら気付いたこと）を充たさないという問題はあるが、「やむを得ない」
の実質的内容を総合勘案すれば本来は（期間制限内であれば）認めてよい場合
であると考える。
参考【国税通則法（平成24年度改正前）】
第23条　納税申告書を提出した者は、次の各号の一に該当する場合には、当該
申告書に係る国税の法定申告期限から１年以内※に限り、税務署長に対し、そ
の申告にかかる課税標準等又は税額等（当該課税標準等又は税額等に関し次条
又は第26条（再更正）の規定による更正（以下この条において「更正」という）
があった場合には、当該更正後の課税標準等又は税額等）につき更正をすべき
旨の請求をすることができる。
※「５年以内」に改正されている。
①　当該申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が国税に関する法
律の規定に従っていなかったこと又は当該計算に誤りがあったことにより、当
該申告書の提出により納付すべき税額（当該税額に関し更正があった場合に
は、当該更正後の税額）が過大であるとき。
②　納税申告書を提出した者又は第25条（決定）の規定による決定（以下この
項において「決定」という）を受けた者は、次の各号の一に該当する場合（納
税申告書を提出した者については、当該各号に掲げる期間の満了する日が前項
に規定する機関の満了する日後に到来する場合に限る。）には、前項の規定に
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かかわらず、当該各号に掲げる期間において、その該当することを理由として
同項の規定による更正の請求（以下「更正の請求」という。）をすることがで
きる。
１　その申告、更正又は決定に係る課税標準等又は税額等の計算の基礎となっ
た事実に関する訴えについての判決（判決と同一の効力を有する和解その他の
行為を含む。）により、その事実が当該計算の基礎としたところと異なること
が確定したとき。　その確定した日の翌日から起算して二月以内
（２号　略）
３　その他当該国税の法定申告期限後に生じた前二号に類する政令で定めるや
むを得ない理由があるとき。当該理由が生じた日の翌日から起算して二月以内
【国税通則法施行令】
第６条　法23条第２項第３号（更正の請求）に規定する政令で定めるやむを得
ない理由は、次に掲げる理由とする。
２　その申告、更正又は決定に係る課税標準等又は税額等の計算の基礎となっ
た事実に係る契約が、解除権の行使によって解除され、若しくは当該契約の成
立後生じたやむを得ない事情によって解除され、または取り消されたこと。
